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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 7,953 0.2 856 △13.4 855 △23.1 523 △32.7

2024年３月期第３四半期 7,938 △0.7 988 △0.8 1,112 △3.2 777 △12.1

（注）包括利益 2025年３月期第３四半期 692百万円（△27.8％） 2024年３月期第３四半期 959百万円（5.4％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 387.17 －

2024年３月期第３四半期 569.70 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 12,238 7,506 61.3

2024年３月期 12,415 7,003 56.4

（参考）自己資本 2025年３月期第３四半期 7,506百万円 2024年３月期 7,003百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － － － 145.00 145.00

2025年３月期 － － －

2025年３月期（予想） 160.00 160.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,000 △4.2 850 △32.6 800 △43.0 560 △41.8 414.79

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期３Ｑ 1,581,250株 2024年３月期 1,581,250株

②  期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 229,513株 2024年３月期 231,173株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 1,351,114株 2024年３月期３Ｑ 1,365,110株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半連結期財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の

前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、Ｐ．２「連結業績予想などの将来予測

情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、中東問題などの国際的な地政学リスクの高まり、中国経済にお

ける不動産市場の停滞の長期化など、依然として先行きは不透明な状況が続きました。

　日本経済は、堅調な企業収益に伴う設備投資意欲や雇用・所得環境の改善、インバウンド需要の増加など、改善

の兆しはあるものの、個人消費については継続的な物価上昇の影響から節約志向は高まり、力強さに欠け、先行き

不透明な状況が続いています。

　当社グループの属する電子部品業界においては、半導体不足が緩和したこと等から一部電子部品・デバイスの出

荷額の持ち直しがあるものの、物価上昇や中国経済の減速による影響が続きました。

　このような情勢下、当社は2024年４月２日に開示いたしました、第２次中期経営計画の目標達成に向けて専門性

の高い人財への投資、研究開発への投資を通じた成長ドライバーの構築、生産性向上による付加価値の向上等の安

定的収益体質の維持等、各種取り組みの推進をしております。

　販売面においては、需要増加や在庫調整の解消による受注回復が、可変抵抗器事業を下支えしました。車載用電

装品事業では国内自動車メーカーの生産が堅調に推移しました。その結果、当第３四半期連結累計期間における売

上高は7,953百万円（前年同四半期比0.2％増）となりました。

　利益面では生産性の向上に努めましたが、原材料費の高騰の影響、また、研究開発への注力を行った結果、営業

利益は856百万円（前年同四半期比13.4％減）、為替が前年度末に比べ円高基調に推移したことにより、為替差損

11百万円などを計上し、経常利益は855百万円（前年同四半期比23.1％減）となり、親会社株主に帰属する四半期

純利益は523百万円（前年同四半期比32.7％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　流動資産

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて54百万円減少し8,025百万円となりました。主な要因は、売上債権が68百

万円増加しましたが、現金及び預金が178百万円減少したことによるものであります。現金及び預金の減少は短期

借入金の返済によるものであります。

　固定資産

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて123百万円減少し4,212百万円となりました。主な要因は、有形固定資産

が173百万円減少したことによるものであります。有形固定資産の減少は減価償却の進捗に比べ、新規設備の増加

が少なかったことによるものであります。

　流動負債

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて351百万円減少し2,545百万円となりました。主な要因は、短期有利子負

債が382百万円減少したことによるものであります。

　固定負債

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて330百万円減少し2,185百万円となりました。主な要因は、長期有利子負

債が392百万円減少したことによるものであります。

　純資産

 純資産は、前連結会計年度末に比べて503百万円増加し7,506百万円となりました。主な要因は、配当金の支払で

195百万減少しましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益523百万円の計上によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2025年３月期の業績予想につきましては、2024年５月10日に公表しました予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,577,129 3,399,061

受取手形、売掛金及び契約資産 2,008,640 2,076,685

電子記録債権 621,283 622,230

商品及び製品 519,361 488,186

仕掛品 376,094 403,448

原材料及び貯蔵品 877,452 890,757

その他 106,588 154,402

貸倒引当金 △6,440 △8,988

流動資産合計 8,080,110 8,025,784

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 980,006 912,560

機械装置及び運搬具（純額） 582,638 549,279

土地 1,715,871 1,715,871

その他（純額） 300,053 227,014

有形固定資産合計 3,578,568 3,404,726

無形固定資産

リース資産 52,301 16,092

その他 27,691 22,773

無形固定資産合計 79,992 38,865

投資その他の資産

その他 677,229 768,741

投資その他の資産 677,229 768,741

固定資産合計 4,335,791 4,212,333

資産合計 12,415,901 12,238,118

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 707,408 793,881

電子記録債務 376,073 467,782

短期借入金 300,000 －

１年内返済予定の長期借入金 514,536 464,357

未払法人税等 215,903 77,218

賞与引当金 220,379 139,531

役員賞与引当金 40,000 15,000

その他 523,102 588,054

流動負債合計 2,897,403 2,545,825

固定負債

長期借入金 1,367,444 1,040,144

役員退職慰労引当金 3,690 －

退職給付に係る負債 453,308 441,596

再評価に係る繰延税金負債 314,794 314,794

その他 376,238 388,904

固定負債合計 2,515,475 2,185,439

負債合計 5,412,879 4,731,264

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年12月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 1,277,000 1,277,000

資本剰余金 4,820 9,357

利益剰余金 4,569,606 4,896,941

自己株式 △399,862 △397,610

株主資本合計 5,451,563 5,785,688

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 294,088 370,104

土地再評価差額金 734,519 734,519

為替換算調整勘定 472,984 564,636

退職給付に係る調整累計額 49,867 51,905

その他の包括利益累計額合計 1,551,459 1,721,165

純資産合計 7,003,022 7,506,853

負債純資産合計 12,415,901 12,238,118
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

売上高 7,938,559 7,953,462

売上原価 5,797,392 5,743,126

売上総利益 2,141,166 2,210,336

販売費及び一般管理費 1,152,354 1,354,088

営業利益 988,812 856,248

営業外収益

受取利息 6,229 5,119

受取配当金 11,962 14,612

為替差益 100,901 －

その他 59,644 15,972

営業外収益合計 178,737 35,704

営業外費用

支払利息 27,335 19,869

休業損失 20,341 －

為替差損 － 11,189

その他 7,831 5,590

営業外費用合計 55,509 36,649

経常利益 1,112,041 855,302

特別利益

固定資産売却益 891 255

特別利益合計 891 255

特別損失

固定資産除売却損 14,348 1,235

特別損失合計 14,348 1,235

税金等調整前四半期純利益 1,098,584 854,322

法人税、住民税及び事業税 294,084 254,541

法人税等調整額 26,791 76,664

法人税等合計 320,875 331,205

四半期純利益 777,708 523,116

親会社株主に帰属する四半期純利益 777,708 523,116

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

四半期純利益 777,708 523,116

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 90,796 76,015

為替換算調整勘定 87,042 91,652

退職給付に係る調整額 3,812 2,038

その他の包括利益合計 181,651 169,705

四半期包括利益 959,359 692,822

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 959,359 692,822

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期連結会計期間及び前連結会計年度については遡

及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期

連結会計期間の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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前連結会計年度
（2024年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年12月31日）

電子記録債権 36,046千円 44,783千円

電子記録債務 18,147千円 14,013千円

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年12月31日）

当座貸越極度額の総額 500,000千円 400,000千円

借入実行残高 300,000千円 －千円

差引額 200,000千円 400,000千円

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年12月31日）

リボルビング・クレジット・ファシリティ

契約の総額
2,500,000千円

2,500,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 2,500,000千円 2,500,000千円

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形等

　　　当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。

　　　当第３四半期連結会計期間末日残高から除かれている四半期連結会計期間末日満期手形等は、次のとおり

であります。

※２　当座貸越契約

　当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うために、４金融機関（前連結会計年度は７金融

機関）と当座貸越契約等を締結しております。

　これらの契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

　３　リボルビング・クレジット・ファシリティ契約（シンジケーション方式コミットメントライン契約）

　当社においては、財務基盤安定性（有利子負債の削減と手元流動性の確保）の向上の為、機動的かつ安定

的な資金調達手段を確保し、有利子負債の適切なコントロールを行うことを目的として、株式会社三菱UFJ

銀行をアレンジャーとするリボルビング・クレジット・ファシリティ契約（シンジケーション方式コミット

メントライン契約）を締結しております。この契約には以下の財務制限条項が付されております。

①各年度の決算期の末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期の末日

又は2023年３月に終了する決算期の末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方の

75％の金額以上にそれぞれ維持すること。

②各年度の決算期に係る連結損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。

　この契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

減価償却費 396,282千円 339,829千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月27日

定時株主総会
普通株式 85,265 60.00 2023年３月31日 2023年６月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 195,761 145.00 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１　配当金支払額

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３　株主資本の著しい変動

　当社は、2023年５月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式73,700株の取得を行いました。これを主

な要因として、当第３四半期連結累計期間において自己株式が175百万円増加し、当第３四半期連結会計期

間末日において自己株式が399百万円となっております。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

１　配当金支払額

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３　株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額可変抵抗器
車載用

電装部品
計

売上高

一時点で移転される財 3,149,564 4,596,075 7,745,639 192,919 7,938,559 － 7,938,559

一定の期間にわたり移

転される財
－ － － － － － －

顧客との契約から生じ

る収益
3,149,564 4,596,075 7,745,639 192,919 7,938,559 － 7,938,559

外部顧客への売上高 3,149,564 4,596,075 7,745,639 192,919 7,938,559 － 7,938,559

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 3,149,564 4,596,075 7,745,639 192,919 7,938,559 － 7,938,559

セグメント利益 893,971 665,242 1,559,214 77,754 1,636,969 △648,156 988,812

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、混成集積回路、生産設備・金

型、各種スイッチ等の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用648,156千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額可変抵抗器
車載用

電装部品
計

売上高

一時点で移転される財 3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

一定の期間にわたり移

転される財
－ － － － － － －

顧客との契約から生じ

る収益
3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

外部顧客への売上高 3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 3,149,506 4,701,476 7,850,983 102,479 7,953,462 － 7,953,462

セグメント利益 927,894 672,056 1,599,950 52,890 1,652,841 △796,593 856,248

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生産設備・金型、各種スイッチ

等の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用796,593千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等の注記）」に記載のとおりであり

ます。

項目
前第3四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第3四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

１株当たり四半期純利益 569.70円 387.17円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 777,708 523,116

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
777,708 523,116

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,365 1,351

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月10日

東京コスモス電機株式会社

取締役会　御中

かがやき監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 肥田　晴司

指定社員
業務執行社員

公認会計士 牛丸　智詞

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている東京コスモス電機株式会社の2024年４月１日から2025

年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四半期連

結累計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠し

て、東京コスモス電機株式会社及び連結子会社の2024年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連

結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

その他の事項

　会社の2024年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2024年２月14日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2024年６月25日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。

これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合

には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から市販期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期財

務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準

拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定

付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に

基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠していないと信じさせる事項が認

められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結

財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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